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１ 第１回衛生水準の確保・向上事業推進会議を開催しました。 

９月２６日（月）茨城県三の丸庁舎会議室Ｂにて、松本徹 茨城県保健医療部生活衛生

課長、花塚寿美 日立保健所次長、笠井明美 筑西保健所次長、森貴行 日本政策金融公

庫水戸支店融資第二課長他各組合理事長の出席のもと標記会議を開催しました。 

議題は（１）令和４年度衛生水準の確保・向上事業及び生活衛生同業組合活動推進月間

について（２）令和４年度各生衛組合及び指導センター行動計画（案）について （３）

質疑・意見交換（４）「行動計画」に関する取りまとめ等で、関係機関と連携を図りなが

ら、積極的に組合活動を推進していくことを確認しました。 

 

 

２ １１月は標準営業約款普及登録促進月間です。 

標準営業約款の制度は、「生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律」に基

づき、消費者利益擁護の観点から、消費者の店舗選択の利便を図ることを目的として創設

された制度です。 

この約款は、生活衛生関係営業の業種ごとに営業方法等に関し、役務等の内容及び施設

設備の表示の適正化並びに損害賠償実施の確保の各事項について定めたものであり、当該

約款に従って営業を行おうとする営業者は各都道府県生活衛生営業指導センター（以下

「都道府県指導センター」という。）に登録を行うこととなっています。現在、理容業、美

容業、クリーニング業、めん類飲食店営業、一般飲食店営業の 5業種について設定されて

います。 

しかしながら、約款の登録は決して高い水準とはいえない状況にあるため、引き続き、

理容業、美容業、クリーニング業、めん類飲食店営業、一般飲食店営業の営業者はもとよ

り、広く利用者又は消費者に対しても約款制度について普及・啓発活動を強化していくこ

とが必要となっています。 

このため、全国生活衛生営業指導センター及び都道府県指導センターでは、11月を「標



準営業約款普及登録促進月間」と定め、厚生労働省及び各関係行政機関等の協力を得なが

ら、5業種の各生活衛生同業組合連合会及び生活衛生同業組合等と連携して、全国的に多

様な周知広報活動を強力に推進し、約款制度の周知を図り、併せて登録の推進を図ってい

ます。 

茨城県生活衛生営業指導センターでは、茨城県並びに各市町村の広報紙への記事掲載を

依頼するとともに、地域のイベント等での啓発グッズの配布、消費者懇談会の開催等で当

制度の周知を図っていきます。 

 

           

 

 



３ お知らせ 

 （１） 令和 4年度最低賃金額の改定及び最低賃金の引上げに向けた中小企業・小規 

模事業者支援事業のご案内 

   

   



 



 



 



 



（２） 地区経営相談室開設のご案内 

 

当センターでは、生衛業者の皆様が次のような相談を身近で行えるよう利便性を 

考慮し、毎年地区移動相談室を開設しており、今回は次の日程で開催いたします。 

ご相談は無料です。内容は他に漏らしません。安心してお気軽にご相談ください。 

 

◯相談内容 

・融資相談      ・経営及び税務相談    ・衛生管理の相談 

・業界の情報提供   ・標準営業約款（Sマーク） 

・最低賃金と福利厚生 

◯対象業種（生衛業） 

・美容業         ・理容業      ・クリーニング業  

・ホテル旅館業       ・食肉販売業            

・飲食店営業 （麺類、すし、中華料理、料理飲食等）   ・興行   等 

 

◯相談日時及び場所 

 

日程 時間 場所 

令和４年 

１１月２９日（火） 

９：００～１２：００ 県南生涯学習センター 小講座室４  

土浦市大和町９－１ ウララビル５F 

１２月 ６日（火） １０：００～１２：００ 鹿嶋市商工会館 研修室 

鹿嶋市宮中２－１－３４ ２F 

 

 

問い合せ先 

（公財）茨城県生活衛生営業指導センター 

電話 ０２９－２２５－６６０３ 

  

 

 


